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1. 序 ている。 売上については 各社着実に伸ばしているが、 利益につい 
ては数 % をあ げるのがせいぜいの 会社が多い。 そんななか、 ョ ドバ 

情報化社会では、 IT の効果的革新・ 活用が企業の 生存戦略の 、 ンカメラにおいては、 l990 年後半から常に 一位を占めている。 

    
者を最終顧客とする 帝ど         

    
  

P@n Ⅱ㎎ ) ソフトウェアの 高度利用を図ることで、 高品揃えがネット ワ       
    

性 との間の自己増殖機能が 発現することを 比較検証する。 
  
2. 日本における EEMRs の現状と構造変化 図 l. EEMRs における売上高および 税別前利益 は B@T) 推移 (l985-2002 年 ) 

日本の産業界において、 電気・電子産業は、 日本の知識集約型 また図 2 は、 従業員数と労働生産性の 推移を示したものであ るが   

産業構造を主導してきた。 その過程で、 産業の高度化と 技術革新と ョドバシ は lT の活用をべ ー スに、 従業員数を極力抑制し、 その 結 
の間の好循環が 形成され、 また顧客との 相互作用も格段に 強く、 工 呆 きねだって高い 労働生産性を 実現していることが 見て取れる。 

美化社会下においても 他産業に比して 格段に需給間の 好循環が       
    

発生していた。 企業の情報投資を 比較した時、 表 1 に見るよ う に 、 電                   
気 ・電子産業の 情報化投資率は 他業種に比して 高く、 事実、 @T の             
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以上のような 電気，電子産業の DNA を継承し、 EEMRs は、 199 
0 年代以降、 急激な成長を 遂げてきた。 表 1 に見るよさに、 量販店が 
販売を担 う 他の業種と比べ 情報化も進み、 電機・電子製造業の 販 
売チャネルとして、 徐々に立場を 強めている。 たとえば松下電器に 

おいては、 売上の 58% が量販店経由のものとなっている。 
表 2 は日本の代表的な EEMRs の一覧であ る。 
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図 2. EEMRs における従業員数およ U: 労働生産性推移 (l985-2002 年 ) 

ここで述べた IT 活用であ るが、 業界トップのヤマダ 電機との比較 

をしたものが 表 3 であ る。 

表 3. ヤマダ電機と ョドバ シカメラにおける @T 依存度比 蜘 2003 年 ) 
。 。 。 雫援 ヨド li シカメラ 
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これら上位の 14 社で 2002 年の日本の家電製品の 売上高の約 ョドバシ は当初より IT の積極導入を 図っており、 高 IT 依存度を 

55% を占めている。 ただし薄利多売の 状況の中で、 競争は激化して 持続している。 l985 年の POS 導入、 l986 年の EDl 等の先駆的 努 

いる。 図 2 は、 EEMRs の売上高と税引前利益 (IBIT) の 推移を示し 力は、 l995 年の E Ⅳ導入において、 累積的学習効果を 発揮してい 
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る 。 高 IT 依存度と累積的学習効果は   き ねだった高生産性と 品揃 

えの豊富さとして 結実している。 

次に、 EEMRs 上位 14 社における売上高と 税引前利益の 相関を 
を見てみる。 図 3 に見るように、 電気・電子量販店上位 14 社の税 引 
前利益にに対する 売上高の弾性 値は 、 1985-1990 は 1.42 、 
1991-1996 午は 1.21 、 1997-2002 午は 1.01 と低下の傾向にあ る。 し 

かし、 ョドバシ の弾性値は増加を 示し、 特に 1997-2002 年の期間に 
は 急弄 している。 この ョドバシ の 高 弾性情 は 、 品揃えの豊富さに 依 

挺 していると， 思 われる。 
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図 3. E-MMRsl4 社における売上高と 税引前利益の 相関 

次におなじく EEMRsI4 社における、 品揃え品目 数 と税引前利益の 
相関を見たのが 図 4 であ る。 ョドバシ の現引前利益 (IBIT) の高さ 

は品揃えの豊富さに 依拠することが 実証されている。 

    
    

/#"   
廿
、
 

 
 
 
 

  

ノ クイ 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

'
 

傾
 

。
 
"
 

 
 一
 
◆
 
"
"
 
"
"
;
 

 
 

 
 宕
 
Ⅰ
Ⅰ
Ⅱ
 

-
 
ト
 
Ⅰ
 
@
 
Ⅰ
 
ロ
 
Ⅱ
 
l
 
ト
 
Ⅰ
 
れ
 
-
 
ヰ
 
@
 
自
ト
 
-
 
捜
 

3% Ⅰ 円 +b,.D,   ど "+ ノょ (1) 

whe ブ ees Sales. 亡                                                                                       
                      Ⅰ 1. ト l. ノ帖佃 Ⅱ Cle Ⅱ ls                                                                               
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図 5. EEMRs 上位 5 社における生産性向上に 貢献する要素 

ここから、 以下のことが 言える。 

l)  生産性向上・ 利益は店舗拡大を 通じた学習効果 ( 几 ) および 

顧客増大によるネットワーク 外部性 ( めに依存。 
2)  ヤマダ 、 ョドバシ 、 およびビックは 学習効果 ( 几 ) と ネットワーク 

外部性 (n) により高い生産性を 実現。 
3)  ョドバシ における l996 午からのネットワーク 外部性乗数 ( ネット 

ワーク外部性への 依存度Ⅱ 臣 2.7) は、 1996 年に始まった EW 

導入に対応して 顕著 ( 学習効果の依存は 5 社の中で最低 ) 。 

4)  他の 2 社の生産性は、 ネットワーク 外部性との関連は 低く、 もっ 

ぱら学習効果に 依存。 

(2) 現引前利益の 増加に貢献する 要素 
(1) と同様に、 税引前利益関数を 学習効果とネットワーク 外部， 性 
効果によるものとして、 下式に展開した。 

Ⅰ B Ⅰ デ 二の + と㌧・ D..S 。 + ノよ ( ワ - ) 
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図 6. EEMRs 上位 5 仕における税引双利益の 増加に貢献する 要素     (1) 同様以下のことが 考察される。 

図 4. EMMRs@4 社における品揃えと 税引前利益の 相関 1) ヤマダ   、 ョドバシ 、 ビックの現引双利益の 高さにはネットワーク 

外部性の貢献が 大であ り (I7 Ⅰ 1.@. 1.9. 1.4) 。 特に ョドバシ に つ 

3. 生産性向上・ 利益増加・品揃えについての 相関分析 いて顕著であ る。 

(1) 生産性向上に 貢献する要素 2) ョドバシ のネットワーク 外部性の税弘前利益に 対する高い貢献 

は 、 1996 年の ER 辻 導入直後から 現出している。 

生産性関数を 学習効果とネットワーク 外部性効果によるものとして、 3) コジマ 、 ベヌ、 トは ついては学習効果 ( 几 ) のみに依存してい 

下式に展開した。 る 。 
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(3) 現引前利益の 増加に対する 生産性向上の 貢献 
次に、 SCM ( 含む ERP) の導入をあ られす ダミ 一変数を用いて、 
次式 より、 税引前利益の 増加に対する 生産性向上の 貢献度合を分 
析した。 上位 5 社の相関分析を 集約したものが 図 7 であ る。 
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図 7. EEMRs 上位 5 社における税引前利益の 増加に対する 生産性向上の 
貢 轍 l985-2002  年 ) 

ここから以下の 考察が得られる。 

l)  ョドバシ の現引前利益に 対する生産性の 9 車，性情 ( 梼 /.  梼 /  + 
梼 みはきわだつて 高い値 (1.78) 
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上の弍をもとに、 電気・電子量販店 14 社の 1997-2002 年のクロス   

ファーム分析により 検証。 下の結果が得られた。 

も屋 7 ニの． 田 Ⅱ 66 ヒ ぶ肛イ ． 70 ト ノ +1. 邨ヒツエ ・ トガ Ⅱ め ． 且 ' 0.7n 
          (1M)- (@2@10)               
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この結果は、 統計的に有意であ り、 (5) 式の妥当性が 検証された。 

( 印 式を l 心仏で偏微分して、 税引前利益に 対する生産性の 弾， 性 

値を導出したのが (6) 式であ る。 

0 Ⅱ 臆 

蓋舞 = 与 +r, 下弗 +( 佳 +r, Ⅱ 魂ヒ ) 舌卍章た (6) 

(2) 品揃え関数 
品揃えは、 一般的に前期の 品揃え及び生産性により 影響を受け 
るので、 両者の関数として 次式 で表示したのが (7) 式であ る。 

Ⅳ， ミ CWNu, 卸 4) 
w 地れ Ⅱ玉田 雙 ， vmH 緩 " ㎞㎡ メ田 ㌔Ⅴ " 臆 p 礒山 哩 ' ⅦⅠが 目 (7) 
(7) 式を 2 次項までテイラー 展開し次式を 得る。 

hN, ニヰ + もヒ ⅡⅠ + ちもタ 74+d, もⅡⅠも 刃ム 
ゾねトく ，， ち ，，。 I ， 田 d, c ㏄ 憶 C キ nl ォ (8) 

(8) 式をもとに、 電気・電子量販店 l4 社の @997-2002 年のクロス・フ 

ァーム分析により 検証。 下の結果が得られた。 

2) この ョドバシ の高い弾性情 は ERP 導入の l995 年以前から 持 
続 (1.57)0 

Ⅱ授与 0. Ⅰ 73+0 ・ ㏄ⅡⅡⅡ 9 一 0 ・㏄ 5 Ⅱ ぶ /t+0 ・㏄Ⅰ h ⅡⅡ・も 苫 / 毛 吋ぷ " 095 
(0.79i5)@ (228.03) (-9 つ l) (10@76) 

3) これは、 累積的学習効果と E 蛇 導入の効果の 双方の共進的 

作用に依拠。 
4) この共進化の 構造は i-mode における、 ポケベルや PHS 等の 
先駆的利用による 蓄積的学習効果の 貢献と類似。 

(4) 品揃えと、 税引前利益に 対する生産性の 弾性 値 

結果は、 統計的に有意であ り、 ここで (8) 式の妥当性が 実証された。 

次に (8) 式を ln S/Z で偏微分して、 品揃えに対する 生産性の弾， 性 
値を導出したのが (9) 式であ る。 

  
a あ Ⅰ ・サム 弗 ， 一ム Nd ひ a Ⅰ ["' ム   し刃 t 。 (9) 

2002 年 4 月時点での EEMRs@4 社の品揃えを 比較したものが 図 
8 であ る。 ここに見るに、 ョドバシ の品揃えの豊富さは 顕著であ る。 

直前期の品揃えは 今期の品揃えと 大きくは変わらないという 通常状 
態を前提に (9) 式は以下で近似。 

(3) で求めた税引前利益に 対する生産性の 弾性 値 ( の高さ ) とこの品 

揃えの豊富さとにより、 品揃えの豊富 さ 、 生産性、 および税別前利 

益の 3 者間で好循環が 発生していることが 示唆される。 次 章で、 この 

3 者の相関についてさらなる 分析を行 う 。 
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図 8. EEMRs 上位 l4 社における品揃え 品目 数 

4. 品揃え・生産性・ 利益の好循環についての 分析 

(1) 利益関数，利益に 対する生産性弾性 値 
前章で示唆された、 品揃え・生産性・ 税 弘前利益の好循環につ 

いて分析するため、 税引前利益 UBI 乃を、 生産性 (S/L) 、 品揃え 

(   りの関数として 下式で表す。 
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すが ねち、 品揃え N が 620 より大きい場合、 生産性の向上が 品揃 
え増大に貢献するという 結果が得られた。 現時点では、 ョドバシと ビ 

ックがこの条件を 満足している。 N が 620 より小さい場合は 、 逆に生 

産性の向上を 図るには品揃えの 抑制 ( 選択と集中 ) が ノ、 要となる。 

(3) 利益の生産性弾性 値 に対する品揃えの 貢献 

(6) 式を @ 曲 ，で偏微分して、 税引前利益の 生産性弾性 値 に対する 

品揃えの弾性値を 導出。 
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(4) 式を 2 次項までティラー 展開し次式を 得た。 
Ⅰ 一 b, 一 75 Ⅰ 37t ⅠⅠ 一 Ⅰ カーエ Ⅰ 7 ト 笘 IL ノ Ⅰであ ・ 9   

%0 一 &5) ィ ・ セ Ⅰ 45@ 々 Ⅰ㏄ ユ Ⅱ ノ Ⅰ てあ ・るので、 
--765-- 



電気・電子量販店 14 社の 2002 年のクロス・ファーム 分析結果から 

得られた係数を 代入。 

る ...@@@.@@.@@@@@@@:@@@@..@@@ Ⅱ 朋け乃 0 面 S,I  ◆ @ ◆ ノ 0 
a ⅡⅣ 

よって、 品揃えの増大は 利益の生産性弾性値を 増大するといえる。 

。 臆 ' 上 " " 品揖え 舟人。 """ 帥     
|'Slt30:  v-Sff-@seWl. |afe  :5;;.@S-P,'.;i5                                                             日 り轄ヰめ り 0 の @                     

Ⅱ ご 0+ も笘エ + 耳 Ⅰ 耳甘   L  悦 l9@@  二 叫 % ． @@": 与                                                                                                                               
" 牡駄 " ぽ怯 """ 目 ;                                                                                                                                                                         

5. 考察 
EEMRsI4 社における「税別双利益に 対する生産性の 弾性 値 」 

に対する「品揃え」の 弾性値は正であ るので、 「品揃え」を 増やす 

と「税別双利益に 対する生産性の 弾， 性値 」も増加する。 品揃えⅣ 
が 620 より大きい場合は、 「生産性の向上」は、 「品揃え N の 増 

加 」に寄与する。 620 より小さい場合は、 生産性の向上は、 品揃え 

を減少させる。 

従って、 品揃え ( ゆ 、 生産性 (S/L) および 税引 前利益 け B 俘ノ 
に 、 N の条件に応じて、 以下のような 好 循環 / 悪循環が発生する。 

  ",6 式 Y Ⅰま % 自 """"," Ⅰ 丁 
生産性に・ "n@ 税 51 冊 ' 益 

(IBIT) 

図 g. EEMRs における生産性・ 品揃え・税別双利益の 好循環構造 

図 8 から、 ョドバシと ビックがこの N > 620 という条件を 満たして 

いるので、 両社では、 生産性、 品揃え、 税引前利益の 間で好循環 
が発生している。 すな ね ち、 ョドバシと ビックにおいては 豊富な品 tmmml 
えが高生産性や 高利益に重要な 役割を果たし、 特に ョドバシ にお 

いては、 生産性、 品揃え、 税引前利益、 いずれも群を 抜いて高水準 
となっている。 

図 10 は EEMRs 上位 5 社における生産性，品揃え・ 税別前利益 
とネットワーク 外部性の相互作用をと ヒ校 したものであ る。 ョドバシと 
ビックにおいて、 高品揃え ( ゆがネットワーク 外部性 ( のを誘発し   

それが高生産 ャキ ・高利益を誘発した 好循環を形成している。 

  春 z. ヤ ，マタ ム コソ マ ・ベスト 

（ IB ⅠⅠ     
ざ 。 串 億 ス   Ⅱ   尭舶 在オ @ こよ       

，お       " わ ; Ⅰ り :; 
      

A Ⅰ ， 1 Ⅰ ，                                                               9 ㏄     
B K 可 @ml             
              
図 l0    EEMRs 上位 @  s "  社におけ ,  0  @  !9@ 生産性 [ ， め ， 亜 @                                                      0%1  税 5l 日 Ⅰ けネ Ⅰ 2  @1 "" 益 (75 へ 滴 3 - 2 とヒ較 
最後に、 E 貯 導入と上記の ョドバシ の 好 循環構造との 関連につい 

て 検証する。 生産性向上と E 。 揃え増大、 品揃え増大と 顧客拡大に 
ついてまとめたのが 図 Ⅱであ る。 ここで明らかなよ う に、 両者とも 96 

午からの E, 蛇の導入に即応して、 劇的な効果をあ げている。 

一 766 

Ⅱ S=fa+&. 旺 Ⅱ + もり， ね 打 出 下器 士 。 : ㌔ れ認 。 ""  "  正 " 。 。 *, "  。 伽 
@ 舟をま だ         
図 Ⅱ． ョドバシ における E 蛆 導入効果 

このように、 ヨドバシ においては、 E 吏 ，の導入を核として E 貯べ 
ンダーとの間の 第一次自己増殖機能が 発生、 顧客との間に、 顧客 

を巻き込んだ 品揃えとネットワーク 外部性との間の 自己増殖機能 

( 第二次自己増殖機能 ) が発現し、 両者が共進化する 構造が構築 
されていることが 明らかになった。 

o """ 。 。 憶持 俺 "   
キ構圭韓   

                                    捜適 "                 

  
  

0 羊一次官 e. 缶屋樵 緩め川洲           フ一 @ 「 一 ・ て一ヴッ @                                       
  

立坊 店     
E 虹 ベ ンタ ㌔                                   

r Ⅰ 宙 ちささ ; 玉 @ Ⅰ・ i 品行 : 犬、 と 

                                                                                                                                                                      自己 @ 甘 Ⅱ可能」                                   
図は ． ERP を核とした自己増殖機能の 発展 

Re 旺 rences 

[1]@ Austin ， R ・・． and@Nolan@R ・． 1998.@ Effectively@Managing@ERP@Initiatives   

W0rk れ ] 呂 Paper.(HawardBu ㎡ nessSch0ol,Boslon)   

[2]@ Binswanger ， H ・ ， and@Runan ， V 、 1978.@Induced@Innovation:@Technology   

Instituti   ns   沖 d Development く Ⅱ ohn Hopkins Unlve 「 Sl け P ブ eSS   

Baltimore) ． 

[3]@ Christensen ， L ． R ・． Jorgenson ， D ． W ．． and@Lau ． L ．． I ． ， 1973.@Transcendental 

Logarthmic@Producton@ Fron Ⅰ     ers.@ The@ Revi   w@ of@Econom@@   Stat@   tcs 
55(1)28-45. 

[   ]@ Davenport ， T ， 2000.@ Missi   n@Criti   al@(Harvard@ Busi   ess@Schoo@   Press   
Boston) ． 

[5]@ Dewan ， S ・． and@ Kraemer ． K ・ L ，， 2000.@ Information@ Technology@ and 

Productvly:@ Evidence@from@Country-Level@Data.@Management@SCence 
46@(4)@548-562   

[6l  Hobo, M 。 れ Ⅱ d  Walal]abe 、 C.,2003. 畑 @ Examinalion  of 由 e Res0 打㎝ ce 
between》he Self ， Propagating：unction｛f・RP‖nd Its，o ・ Evolutional 

              as a Source of Maximum Firm                             of  由 e                     
Benefits@of@IT ． Journal@of@Services@Research@3@(2)@57-79   

[7]@ Koch,@ C ・ ,@ 2001.@ Enterpri   e@ Resource@ Planning@ -@ Informa Ⅰ     on 
Technology  as  a  S 篤 alnroler  № r  M 館 a 色 emenl  Policies?, Journa@  of 
Organiza Ⅰ     on3@   Chanse@Management@14(1)@64-78   

[8]@ Kondo ， R ・・ ， and@Watanabe ， C ・． 2002.@Double@Resonant@Spiral@Trajectory 

for@IT@Development:@Lessons@from@i-mode@Development ， Abstract@of@the 

17th@Conference@of@the@Japan@Soci   ty@for@Science@Polcy@and@Research 
Management@(Tokyo)@515-518   

[9]@ Kondo ， R ・ ， and@ Watanabe ． C ・ ， 2003.@ The@ Vinuous@ Cycle@ between 

Institutional@ Elasticity   IT Advancement and Sust3nab@   Growth: Can 
Japan@Sur Ⅴ     ve@in@a@Informaton@Soci   ty?,@Technology@in@Soci   ty@25@(3) 
319-335. 

[@  Mayer, P.S. and  Ausbel. Ⅰ H-  @99.Car Ⅳ n 呂 Capac@: A  Mod 引 ㎡ lh 
Logistically@ Varying@ Li     its ． Technological@ Forecastins@ and@ Social 
Change@61@(3)209-214   

[11]@ OECD 、 2001.@The@New@Economy:@ Beyond@the@ Hype ， Final@ Report@on 
the@oECD@Growth@Pr ㎎     ect@(oECD ． Paris)   

[@2@  OgaWa. S ‥ Czinkola, M.R. 4 皿 d  K0Iabe, M. l998. Inn0vat@o Ⅱ s  oflhe 
Convenience ， Store@ Ordering@ System@ in@ Japan ， Japanese@ Distribution 
Strategy ・ (@London@Business@Press ， London)@263 ・ 279   

[13]@Ogawa ・ S ・ 2002.@ The@ Hypothesis ・ Testing                       System: A¨ew 
Compe Ⅰ     Ⅰ     ve@ Weapon@ of@the@Japanese@Convenience@ Stores@ in@ a@New 

Digital@Era ， ， Industrial@Relations@41(4)@579-604   

  


